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未来からの問いかけ 
（『米中貿易戦争と日本経済の突破口』 

花伝社２０１９ねん版第 10 章） 
朱建榮 

 

この最終章では「未来からの問いかけ」という視角を提起しようと思いついた。すなわ

ち、未来への趨勢を展望・確認したうえで振り返って今日の世界を改めて捉え直すこと

だ。 

 

『ホモ・デウス』との出会い 

科学技術は特にこの 20年の間、かつての延長ではない「異変」的な急進展を見せてい

る。飛行機の離陸のプロセスに例えて言えば、これまでは全人類を乗せたこのジャンボ飛

行機は滑走路でエンジンを全開し、スピードを上げてきた。地面を滑走する段階では、

我々も常に「前より加速している」を実感するが、ある瞬間、飛行機がテークオフすなわ

ち離陸する。これも当然、地面での加速の延長に実現したものだが、ある臨界点を経て、

離陸してからの速度は「滑走」から「飛翔」へと質的な変化を遂げる。ある意味では、今

日の科学技術の発展もこのような臨界点を過ぎた段階を迎えたといえる。 

ホモサピエンス号ジャンボ飛行機が史上初めて地面から離陸し、大空に飛び立つが、そ

れは何を意味するか、実は人類の 99%以上は理解していない。幸い、アインシュタイン、

ホーキング博士のような優れた知者が予言・展望を示し、そして多くの科学者たちの努力

によって、少なくとも今後 30年、50年に及ぶ科学技術の未来が見え始めてきた。 

SF小説を少年時代から愛読し、今も SF映

画のファンである筆者は、多くの未来学者の

本を読んで、その心得を本文に何らかの形で

示せるかとふと考えた。人類の未来を垣間見

ることが可能になった今日、科学技術のメガ

トレンド（大趨勢）を確認した上で、今日の

世界、アジアそして日本はどのような立ち位

置にあり、これからどこに向かうか、その過

程で少しでも有利なポジションに立つために

何をどうすればいいのか、これを考えること

に意義があるのではないか。あるいはそれを

考えなくてはならないという必要性に迫られ

ていると思った。 

2017年ごろ、あるイスラエル人学者が書い

た本の中国語版に出会った。この出会いは本

章執筆のきっかけを作ったと言えるが、本章

はこの本から話を始めたい。 

ユヴァル・ノア・ハラリ（Yuval Noah 

Harari）氏は、イスラエルのヘブライ大学歴

史学部の教授である。2011年、話題作

『Sapiens: A Brief History of Humankind』

を上梓し、それが全世界各国に翻訳され、日
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本でも『サピエンス全史 文明の構造と人類の幸福』という書名で出版された。続いて

2015年、ハラリ教授はその続編、『Homo Deus: A Brief History of Tomorrow』を出版

した（右）。既に 40以上の言語に翻訳・出版され、中国語版は『未来簡史:从智人到神

人』という書名で 2017年 2月、中信出版集団より出版された。 

日本はかつて、外国の話題作の翻訳に関してすべて中国よりワンテンポ、ツーテンポ早

かったが、この十数年間、遅れ出したようだ。同書も 2018年 9月、中国より一年半遅れ

て、『ホモ・デウス: テクノロジーとサピエンスの未来』との書名で上下 2冊が河出書房

より翻訳、出版された。 

 

「データ至上主義」の観点 

世界の歴史における多くの知的活動はユダヤ人によってまず手掛けられたといわれる

が、ハラリ教授がこの本の出版をもって全世界に、これまでの全世界の政治と経済活動に

関して真新しい視点で解釈を試み、その上で人類の未来を展望し、さらに振り返って我々

の今日の政治と経済、社会ないし個人のあり方を問い直し、「発想の大転換」を求めた。

自分はこの本の中国語版と日本語版を合わせて読んだうえで、ハラリ教授の見方を紹介し

ながら自分の考えを展開していくという本章の構成を決めた。 

特に『ホモ・デウス』の第 11章「The Data Religion」（日本語版では直訳で「データ

教」となっているが、文中に頻繁に出るもう一つの表現「データ至上主義」に訳したい）

の中で著者は、21世紀に入って始まっており、これから 20年代に向けて加速していく最

も重要なトレンドの一つである「ビッグデータ」による未来の世界に与える意義につい

て、次のように指摘した。 
「18 世紀には、人間至上主義が世界観を神中心から人間中心に変えることで、神を主役か

ら外した。 21 世紀にはデータ至上主義が世界観を人間中心からデータ中心に変えることで、

人間を主役から外すかもしれない」（P236） 

この論断は一見、我々の「常識」とかなりかけ離れているように感じられるが、そうで

はない。その関連性を理解するために、ある読者がネットで書いた読書の感想を以下のよ

うに引用したい。 
「本書は言う。 

ファラオはエジプトを 3000 年統治した。ローマ法皇はヨーロッパを 1000 年支配した。もしラ

ムセス 2 世の時代のエジプト民に『ファラオはいずれいなくなるよ』と言ったら『ファラオなし

でどうやって秩序と平和と正義を保つのだ』と怒り出すだろう。もし中世ヨーロッパの人に『神

はいずれ消えるよ』と言ったら『神がいなくて誰が人生の混沌に意味を与えるのだ』と怖れるだ

ろう。でもファラオは滅び、神は死に、彼らが不在でも人類はポジティブに発展している。 

およそ 300 年前に誕生した民主主義や近代的なヒューマニズムが、別の仕組みに置き換えられ

ない保証はない。 

神を解体して生まれた人間主義が、今度はデータ主義に解体される。」

（http://kaseinoji.hatenablog.com/entry/harari-homo-deus） 

 

第 4次産業革命とは 

「データ至上主義」のインプリケーションをより深く考える前、ビッグデータを含む

「第 4次産業革命」の全容について説明しておきたい。 

日本政府内閣府が 2017年 1月 17日に発表した『日本経済 2016-2017－好循環の拡大に

向けた展望－』と題する白書は第 2章「新たな産業変化への対応」の第 1節「第４次産業

革命のインパクト」の部分で、これについて完結で要領の良い説明をしているので、それ

を引用しながら解説したい。 

http://kaseinoji.hatenablog.com/entry/harari-homo-deus
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第 4 次産業革命とは、18 世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第 1 次産

業革命、20 世紀初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産である第 2 次産業革命、1970 年代

初頭からの電子工学や情報技術を用いた一層のオートメーション化である第 3 次産業革命に

続く、次のようないくつかのコアとなる技術革新を指す（図１）。 

一つ目は IoT 及びビッグデータである。工場の機械の稼働状況から、交通、気象、個人の

健康状況まで様々な情報がデータ化され、それらをネットワークでつなげてまとめ、これを

解析・利用することで、新たな付加価値が生まれている。 

二つ目は AI である。人間がコンピューターに対してあらかじめ分析上注目すべき要素を全

て与えなくとも、コンピューター自らが学習し、一定の判断を行うことが可能となってい

る。加えて、従来のロボット技術も、更に複雑な作業が可能となっているほか、3D プリン

ターの発展により、省スペースで複雑な工作物の製造も可能となっている。 

こうした技

術革新によ

り、①大量生

産・画一的

サービス提供

から個々にカ

スタマイズさ

れた生産・

サービスの提

供、②既に存

在している資

源・資産の効

率的な活用、

③AI やロボッ

トによる、従

来人間によっ

て行われてい

た労働の補

助・代替など

が可能となる。企業などの生産者側からみれば、これまでの財・サービスの生産・提供の在

り方が大きく変化し、生産の効率性が飛躍的に向上する可能性があるほか、消費者側からみ

れば、既存の財・サービスを今までよりも低価格で好きな時に適量購入できるだけでなく、

潜在的に欲していた新しい財・サービスをも享受できることが期待される。1 

 

図 2 第 4 次産業革命の概念図（内閣府白書より引用） 

  

ヨーロッパの専門家も、第 4次産業革命のインパクトについて次のように指摘して

いる。 
第 4 次産業革命は不可避的に現在の雇用構造に変化をもたらす。専門家の予測では、今後

の 10 年間、現有の職種は 3 分の 1 しか残らず、ほかの 3 分の 2 の職種は新たに形成される

か、現在の職種からバリエーションが生まれる。 

構造的変化はまた、巨大な経済的不平等をもたらす。地政学的な政治構造と安全保障にも

深遠な影響を与える。これまで当たり前で常識と思われてきた倫理道徳のレッドラインも揺

るがされることになる。2 
 

1 https://www5.cao.go.jp/keizai3/2016/0117nk/n16_2_1.html 
2 2019 年 5 月 25 日付中国『参考消息』紙に掲載されたスペイン科学者の見解。 

https://www5.cao.go.jp/keizai3/2016/0117nk/n16_2_1.html
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世界が「データ」に呑み込まれる時代 

第 4次産業革命の中核的技術の一つがビッグデータである。ハラリ教授が指摘したデー

タ至上主義という「未来からの問いかけ」に基づいて、我々が当たり前としてきた今日の

世界に大革命の波が押し寄せているその説に耳を傾ける必要がある。 

彼の論理は単純明快である。データ処理の角度から見れば、人類社会の発展はもともと

データ処理のプロセスそのものであり、21世紀の今日、人類はもはや自分の力で大爆発

するデータの量を処理しきれなくなったから「データ至上主義」が現れた。 

  「データ至上主義では、森羅万象がデータの流れからできており、どんな現象もものの価

値もデータ処理にどれほど寄与するかで決まるとされている。これは突飛で傍流の考え方だ

という印象を受けるかもしれないが、じつは科学界の主流をすでにおおむね席巻している」

（P209） 

この視点を今日までの世界に当てはめると、不俱戴天の仇とされている資本主義と共産

主義の争いに関してもユニークな解釈ができる。 

   「（データ至上主義）この見方によれば、自由市場資本主義と国家統制下にある共産主義は、

競合するイデオロギーでも倫理上の教義でも政治制度でもないことになる。本質的には、競合

するデータ処理システムなのだ。資本主義が分散処理を利用するのに対して、共産主義は集中

処理に依存する。資本主義は、すべての生産者と消費者を直接結びつけ、彼らに自由に情報を

交換させたり、各自に決定を下させたりすることでデータを処理する。（中略）中央の単一の

処理者が全てのデータを処理し、あらゆる決定を下す、この極端な状況を共産主義と呼ぶ。（中

略） 

資本主義が共産主義を打ち負かしたのは、資本主義のほうが倫理的だったからでも、個人の

自由が神聖だからでも、神が無信仰の共産主義者に腹を立てたからでもない。そうではなくて、

資本主義が冷戦に勝ったのは、少なくともテクノロジーが加速度的に変化する時代には、分散

型データ処理が集中型データ処理よりもうまくいくからだ。共産党の中央委員会は、20 世紀後

期の急速に変化を遂げる世界にどうしても対処できなかったのだ。」（P211） 

さらに広げていくと、民主主義と独裁についてもデータ処理の角度から著者は新しい解

釈を加えた。 
   「政治学者たちも、人間の政治制度をしだいにデータ処理システムとして解釈するようになっ

てきている。資本主義や共産主義と同じで、民主主義と独裁性も本質的には、競合する情報収

集・分析メカニズムだ。独裁制は集中処理の方法を使い、一方、民主主義は分散処理を好む。

過去数十年のうちに、民主主義が優位に立った。20 世紀後期に特有の状況の下では、分散処理

のほうがうまく機能したからだ。」（P216） 

 

だが、21世紀に入って、自分は全人類を乗せたジャンボ飛行機が離陸したと譬え、ハ

ラリ教授は、科学技術、特に膨大なデータ情報が溢れ出す時代に突入しており、もはやこ

れまでの「常識」では対応できなくなり、いや、そうしてはならないと喝破した。 

  「これは、21 世紀に再びデータ処理の条件が変化するにつれ、民主主義が衰退し、消滅さ

えするかもしれないことを意味している。データの量と速度が増すとともに、選挙や政党や

議会のような従来の制度は廃れるかもしれない。それらが非倫理的だからではなく、データ

を効率的に処理できないからだ。」（P216） 

  「データ至上主義は、人間の経験をデータのパターンと同等と見なすことによって、私た

ちの権利や意味の主要な源泉を切り崩し、 18 世紀以来見られなかったような、途方もない規

模の宗教革命の到来を告げる。ロックやヒュームやヴォルテールの時代に、人間至上主義者

は『神は人間の想像力の産物だ』と主張した。今度はデータ至上主義が人間至上主義者に向
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かって同じようなことを言う。『そうです。神は人間の想像力の産物ですが、人間の想像力

そのものは、生科学的なアルゴリズムの産物に過ぎません』。」（P236） 

  「今やテクノロジーは急速に進歩しており、議会も独裁者もとうてい処理が追いつかない

データに圧倒されている。まさにそのために、今日の政治家は一世紀前の先人よりもはるか

に小さなスケールで物事を考えている。結果として、 21 世紀初頭の政治は壮大なビジョンを

失っている。政府は単なる管理者になった。国を管理するが、もう導きはしない。政府は、

教師の給与が遅れずに支払われ、下水道があふれないことを請け負うが、20 年後に国がどう

なるかは見当もつかない。」（P219） 

 

我々の地平を広げよう 

では人間社会はこれから完全にプライバシーをなくし、データの世界に操られるか。人

情味のない世界の未来を想像すると、オーウェルの名著『1984年』に書かれるような完

全な管理社会が連想され、ぞっとする。しかしそのような可能性を警告しながら、ハラリ

教授は楽天派の表情も見せている。 
   「権力の空白状態はめったに長続きしない。21 世紀に、旧来の政治の構造がデータを速く処

理しきれなくて、もう有意義なビジョンを生み出せないのならば、新しくてもっと効率的な構

造が発達してそれに取って代わるだろう。そのような新しい構造は、民主主義でも独裁制でも

なく、以前の政治制度とは全く異なるかもしれない。唯一の疑問は、そのような構造を構築し

て制御するのは誰か、だ。もはや人類がその任務を果たせないのなら、ひょっとすると誰か別

の者に試させることになるかもしれない。」（P219） 

重要なのは、我々の心構えだ。逃げる、見て見ないふりをするのではない。未来の趨勢

をきちんと見極めたうえで積極的に対応することこそ求められている。新しい科学技術革

命によって 21世紀の世界は抜本的な変化が訪れている。ならば、我々は旧来の、当たり

前としてきた発想、論理を突破して、世界を捉えなおし、その上で人類社会の在り方、そ

の未来像を考えることに取り組むことだ。ハラリ教授も本の最後に次のような問題提起を

して締めくくった。 
  「とはいえ、新たな形で考えて行動するのは容易ではない。なぜなら私たちの思考や行動

はたいてい、今日のイデオロギーや社会制度の制約を受けているからだ。本書では、その制

約を緩め、私たちが行動を変え、人類の未来についてはるかに想像力に富んだ考え方ができ

るようになるために、今日私たちが受けている条件付きの源泉をたどってきた。単一の明確

な筋書きを予測して私たちの視野を狭めるのではなく、地平を広げ、ずっと幅広い、さまざ

まな選択肢に気づいてもらうことが本書の目的だ。」（P244） 

 

民主化は「万能の薬」ではない 

『ホモ・デウス』はそれ以外にも多くの新鮮で啓発的な視点を提供してくれている。本

章ではこれ以上引用・紹介する余裕がないので、各自のご研読を勧める。 

筆者は次、自分の専門である「中国論」について、これまで日本で「常識」とされてき

たものを乗り越えて論じてみたい。ハラリ教授の啓発を受け、ここで二つの視点を提示し

たい。 

第一、各時代の制度、思想、価値観というのは、いずれもその発展段階に由来するもの

だ。日本に長く住んでいる自分は、独裁より民主主義がすばらしいと思うが、それを果た

して普遍的な価値観として、ほかの発展段階の国に当てはめて、その政治体制に優劣をつ

けたり、「これがないから発展しないのだ」と決めつけたりしていいかを問いたい。 

ハラリ教授のデータ決定論から見れば、工業先進国の発展段階で民主主義という処理・

統治方式でよりふさわしい。ただ、それは途上国の発展段階でも同じ理屈がそのまま当て
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はまるか、これは別問題だ。 

自分が 2008年にイギリスの大学にサバティカル休暇で席を置いたとき、現地の学者と

の交流で何度も聞いたのは、「なんで自由、民主主義のインドが経済発展に遅れ、共産主

義体制の中国が経済大国になったのか、20世紀末のもっとも困惑させられる問題の一つ

だ」との戸惑いの声だった。 

自称世界最大の民主主義国であるインドは一方、人間が生まれて不平等になる「カース

ト制度」が存在し、一部の宗教の信条、戒律が法律、人権より優先されている現実もあ

る。何よりも、「民主主義」はインド社会の貧困脱却と経済発展にとって優位性を示した

とは到底言えない。1980年頃、インドは、政治の大混乱が続いた文化大革命直後の中国

の発展レベルと同じで、一人当たりの GDPが 200ドル以下だった。ところが 40年過ぎた

今、インドの GDP総額も一人当たりの国民所得もみな、中国の 5分の 1以下に差が大きく

つけられた。中国ではその間、5億人以上を貧困から脱却させたが、インドは今でも 5億

人以上、トイレを使っていないとの研究報告がある。今の中国では経済発展、権利意識の

向上に伴って、大半の民衆は、「中国も民主主義と人権の確立が必要」と考えるように

なっている。ただ、その発展モデルとして恐らくイメージするのは、日本、北欧、西ヨー

ロッパであるが、「インドのような国になりたい」と考える中国人は恐らくほとんどいな

いだろう。 

民主主義があるからといって途上国の直面する最優先課題である経済発展と社会矛盾の

解決に直結するものではない。また、アメリカはイラクに侵攻し、シリアやリビアなどに

相次いで軍事介入したが、独裁政権を打倒したものの、民主化を外部から持ち込み、「植

え付ける」ことにしなかった。2018年 2月 12日付朝日新聞の朝刊に「問われる『アジア

式民主主義』」とのバンコク発現地ルポが掲載されたが、その中で、社会の混乱を収拾し

たタイ軍政トップのプラユット暫定首相の言葉「タイは民主主義を持たなければならな

い。だがそれは、タイ式の民主主義だ」が引用された。ここに「人権と民主主義」の相対

化に関する示唆が込められていると言えよう。 

 

「トランプ現象」が示す「民主体制」の限界 

再び、ハラリ教授の分析を思い起こしたい。自由市場資本主義と国家統制下にある共産

主義の相違に関して、本質的にはデータ処理システムの違いだと彼は指摘する。前者は、

すべての生産者と消費者を直接結びつけ、彼らに自由に情報を交換させたり、各自に決定

を下させたりすることでデータを扱う「分散処理」方式なのに対して、後者は、中央の単

一の処理者が全てのデータを処理し、あらゆる決定を下す「集中処理」方式だと解釈す

る。この両者を「先進国」と「途上国」という発展段階の相違に置き換えて考えれば、中

国やタイなど途上国のリーダーが「我々の方式の民主主義でいいのだ」と語るのも、ただ

の強弁ではなく、一理があると認めざるを得ない。 

一方、ハラリ教授は、ベルリンの壁の崩壊に象徴される共産主義の敗北について、「資

本主義が冷戦に勝ったのは、少なくともテクノロジーが加速度的に変化する時代には、分

散型データ処理が集中型データ処理よりもうまくいくからだ」と解釈する。自分は、中国

社会も、経済発展がいよいよ途上国の発展段階を卒業するにあたり、更に 21世紀の情報

（データ）が大爆発する時代に直面し、過去の統治の仕方を引きずるだけでは内部矛盾が

一段と激化し、体制の修正が迫られていると見る。 

さらに言えば、先進国すなわち「民主国家」も、今の体制で永続すると思わないほうが

いい。アメリカは 1970年代まで人種差別が広く存在し、人権、平等という普遍的な価値

観は機能していなかった。キング牧師が語った「I have a dream」はまさに人種差別、普
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遍的人権がないことに対する嘆きだった。この夢を語ったキング牧師も人種差別主義者に

暗殺された。今日に至って人種差別の問題が解決したとは言えず、トランプ政権の登場で

白人至上主義は一層助長されたとも指摘されている。そして、21世紀に入ってからもア

メリカは、自国に都合がよいときには「民主主義」「国際ルールの尊重」を掲げるが、都

合が悪くなれば無視することを繰り返している。2002年、アメリカは「国際刑事裁判所

規約」から脱退し、2017年、ユネスコから脱退し、更に 18年 6月、国連人権理事会から

離脱し、同年 10月、「ウィーン外交関係公約」の中の、国際司法裁判所の管轄問題に関

する議定書からの脱退を表明した。「民主主義」は結局、覇権主義、一国中心主義、国際

ルール無視を防げないことが示される格好になった。 

 

「共産主義」と「技術」との意外な相性 

この関連で第二の示唆は、中国の現状と将来を見るうえで、イデオロギーの要素ばかり

強調しステレオタイプの理解をするのではない、との見方も必要だということである。 

ハラリ教授はもう一つの興味深い分析をしている。 
1600 年頃にカイロかイスタンブールに旅したら、そこは多文化で寛容な大都市で、（中

略）そこはヨーロッパと比べれば偏見のない楽園だった。海を渡って当時のパリやロンドン

に行けば、そこには宗教的な過激主義が満ち溢れ、支配的な宗派に属している人しか住めな

かった。 

それにもかかわらず、科学革命はカイロとイスタンブールではなくロンドンとパリで始

まった。（上巻 P242） 

教授は「私たちは科学を、世俗主義と寛容の価値観と結びつけることが多い」が、「じ

つは科学も宗教も真理はあまり気にしないので、簡単に妥協したり、共存したり、協力し

たりさえできる」と指摘する。 

中国は共産党の指導体制であり、政治的に、社会的に息苦しい点がよく批判されるが、

冷徹に観察すれば、その体制の下で、少なくともある時期において、経済成長はほかの体

制より早く、より多くの国民を貧困状態から脱却させることに成功している。ここ数年、

IT技術という本来は「自由主義体制」に属するはずの分野において、日本など大半の先

進国よりすさまじい進歩を遂げている。これで一党独裁体制が救われ、今後、IT、AI技

術を利用して完全な管理社会が作り上げられるとは全然思わないが、ここで問題とするの

は、「共産党体制だから」とのレッテルで中国社会の進歩を否定したり、過小評価したり

することである。 

昨今の日本の中国報道と研究は、中国社会の地殻変動、世界の流れに取り込まれた中で

の国民意識の変化、政府当局の建前と本音などについて深い理解がないまま、中国が抱え

るさまざまな社会問題、経済問題について何でも共産党独裁と結びつけて、「単純明快」

に結論を出そうとする傾向があるのではないか。 

中国は確かに全国にくまなく共産党の組織が置かれ、街角では政権側のスローガンが目

立ち、民族問題や人権派の拘束など政治的に息苦しく感じる人も少なくない。ただ、社会

全体の「許容度」を見ると、まず「広い空間」という要素を取り入れる必要がある。北京

は政治の中心でやはり特殊だ。上海、広州に行けば政治的雰囲気はすでにかなり違うし、

特に香港に近い深圳は長年、経済改革のパイオニア的存在で、今は政治面でも地方選挙、

役人に対する監督の面では中国の中で一番進んでいる。そこで新しい技術開発と産業創出

が突出した勢いを見せ、その発展方式は「新深圳モデル」とも呼ばれている。同じ共産党

体制の下でも、地域間の温度差は外部の想像を超えてかなり大きい。そして中国では「あ

る地域で政治的にも社会的にも認められる市民権を得れば、別の地域でも真似てよい」と
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いう不文律なルールがあり、だから、「新深圳モデル」は今や上海、杭州、合肥ないし政

治中心の北京のひざ元中関村にも導入され、それが合わせて中国全体の「ニューエコノ

ミー」の波を形成している。 

 

ネット社会が中国の未来を左右する 

なお、情報化の急速な進展は中国の経済と科学技術に発展の勢いをつけた側面だけでな

く、それによる社会と政治への影響ももっと長い目で注目する必要がある。今の中国では

「微信」（WeChat）という SNSは 8億人以上が使っている。だからスマホによる決済、

「WeChat Pay」もしくは「アリペイ」が普及されている。「微信」に対しても他のメ

ディア、SNS同様、当局による厳しい規制、監視が行われている。ただし、だからといっ

て国民は外部の情報を知らず、自分の意見が全部押し殺されているとの結論をすぐ見出す

には性急だ。中国の社会と民衆の間では規制を潜り抜けて情報と見方を伝える知恵がいた

るところで使われており、「自分の読む情報の媒体は制限を受けているのだ」と思う人ほ

ど、「もっと裏の話を知りたい」との意欲も加わり、中国では「情報化」の大波がだれに

も止められずに押し寄せている、という大勢を知っておくべきだ。 

その上で 8億人以上のネット利用は中国の経済、社会ないし政治にどのような中長期的

な影響を及ぼしているかを見極める必要がある。まず経済と社会面では以下の四つのイン

パクトを指摘できる。 

② 新しい巨大市場の出現、 

②7億人以上が利用するオンライン決済という「社会的信用」を形成するプラット

フォーム（「微信支付」・アリペイ 「支付宝」）の形成、 

③「ネット＋」で流通・教育・「シェアサイクル」など新産業を育成、 

③ ビッグデータ運用の土台になることです。 

日本では中国の急速なネット社会化を常に「共産党政権が個人データを掌握し、監視社

会作りに利用している、もしくはそれに利用する恐れがある」とネガティブに伝えている

が、ハラリ教授が強調した通り、ネット社会、データ至上主義の社会は本質的にはあらゆ

る封鎖、操作を大幅に超える情報の量が存在する。実際にここ数年の日本社会を見ると、

少し前まで批判していた中国式のキャッシュレス、信用スコアの導入、顔認証の技術など

も導入されつつある。 

それとともに、ネット社会による政治へのインパクトも見ていく必要がある。それにつ

いても少なくとも以下のいくつかの深遠な影響が考えられる。 

① 全国民の権利意識（知る権利と参加する権利）の向上を加速させていること、 

②共通ルールの学習＝法治国家の基盤作りを実際に進めていること、 

② 情報化に拍車（スクープ・暴露のツール）をかけていること、 

③ 10年スパンで見れば、民主化の地ならしになる。 

 

中国に対する「ライバル意識」はないか 

 ハラリ教授の分析に基本的に賛成だが、しいて異なる点を挙げて言えば、「感情的」

「心理的」という要素がほぼ完全に排除されていることに問題があると思う。 

日本の中国に関する報道と研究に、冷静さを失い、どこか好き嫌いという感情が相当注

入された点について、ようやく日本の中でも取り上げられ始めた。 

『ニューズウィーク』誌日本版の 2017年 10月 27号に「中国崩壊本の崩壊カウントダ

ウン」と題するルポが掲載された。編集部の解説は＜問題を抱えた中国経済は早晩崩壊す

る――根拠なき崩壊論に訪れる曲がり角。「反中本」はなぜ生まれ、どう消費されてきた
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か＞という問題を正面から取り上げた。 
曲がり角を迎えている最大の理由は、10 年以上前からオオカミ少年のように「間もなく崩

壊する」と言い続けたのに中国経済が一向に崩壊しないからだ。「崩壊詐欺」とも批判を浴

びている。 

そして、本の売れ行き自体も低調になった。「あの手の本には一定の支持層がいるが、大

きく売り上げを伸ばすためには中国との『事件』が必要」と、中国崩壊本を何冊も手掛けて

きた日本人編集者は言う。「現在、日中関係は安定しているので、ある程度は売れるものの

それ以上の大きな伸びは見込めなくなった」 

警察庁の公表した資料によると、在日ベトナム人の人数はまだ在日中国人の四分の一も

ないが、その刑事犯罪の検挙数は 2015年以降すでに中国人を上回っている。にもかかわ

らず、その事実は単発で報道されることがあってもワイドショー番組ではほとんど取り上

げられない、だから一般庶民は今もなお、「中国人はマナーが悪い、犯罪者が多い」との

イメージが残っている。なぜ中国のネガティブな部分になると、各メディアはやる気が出

るのか。ほかの国の出身者の犯罪の場合、記事の見出しに大体その国名があまり出ない

が、中国になるとそのような配慮がほとんどないように感じられるのは自分だけではない

と思う（事実、在日中国人はみなそのような感覚を持つ）。日本のこの社会現象に関し

て、溝口雄三東大名誉教授（故人）が 2004年に書いた『中国の衝撃』と題する本で、

「近代以来のアジアナンバーワンの自負と優越感が中国の台頭によって打ち砕かれた」と

指摘し、その上で日本の新しい対応の仕方を指摘している。 
これまでの近代過程を先進・後進の図式で描いてきた西洋中心主義的な歴史観の見直しが

必要である。（中略）日中間に特定して言えば、かつて「西洋の衝撃」によって日本の突出

した台頭をうながし、中華文明圏を舞台から退場させたと思っていた歴史が、「中国の衝

撃」――ボディーブローのように鈍角的で、知覚されにくく、図式化しにくいが、ゆったり

とした強烈な衝撃――によって、反転され始めた。我々にとっての「中国の衝撃」は、優劣

の歴史観から我々を目覚めさせ、多元的な歴史観を我々に必須とさせ、今後関係が深まるが

ゆえにかえって激化するであろう両国間の矛盾や衝突の中に、「共同」の種を植え付けさせ

るものでなければならない。（中略）「知の共同」――すなわち自国の問題に真に責任を負

うことこそがアジアの未来、世界の未来への責任負担に通底する、と自覚した知識人の間の

「共同」は、今後いっそう重要さを増すだろう。  

 

「未曽有の変化」への心構えは 

最後になるが、第 4次産業革命は技術、民衆の生活に影響をもたらすだけではなく、国

際社会の構図、ルールの再構築ないし政治制度にも長期的で深層に及ぶインパクトがある

と、いくつかの最新の研究成果を紹介しておきたい。 

アメリカのマッキンゼー国際研究所は 2019年 1月、「グローバル化の大転換：貿易と

バリューチェーンの未来」と題する報告書を公開し、その中で、①商品貿易が次第に縮

小、②サービス貿易が急速に増加、③労働力コストの重要性が低下、④イノベーション能

力は国と企業にとってますます重要、⑤地域内貿易のウェートが増していく、というグ

ローバル化と産業技術革命による五つの影響を総括した。3 

 
3 https://www.mckinsey.com/featured-insights/innovation-and-growth/globalization-in-transition-
the-future-of-trade-and-value-chains 

https://www.mckinsey.com/featured-insights/innovation-and-growth/globalization-in-transition-the-future-of-trade-and-value-chains
https://www.mckinsey.com/featured-insights/innovation-and-growth/globalization-in-transition-the-future-of-trade-and-value-chains
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AI(人工知能)の政治的社会的影響

を研究したのは、ジュネーブ国際高等

問題研究所のリチャード・ボールド

ウィン（Richard Baldwin）教授の

新著『The Globotics Upheaval: 
Globalization, Robotics, and 
the Future of Work』（オクスフォー

ド大学出版社、2019年 1月）である。

教授は特にグローバル化と自動化を

二つのキーワードに、以下のいくつか

のインパクトを指摘している。 

１、 AI 技術の発展は幾何級数的な

すさまじい成長であり、それに

対する政策と法律の対応は大

幅に遅れている。 

２、 （AIと一般労働者の間の）不公

平な競争が拡大し、一部の技術

先進国と大半の途上国の間に

うずまりにくい格差が生まれ

る。 

３、 グローバル化と自動化は特に先

進国の中で発生しており、これ

は先進国社会におけるナショナ

リズム、ポピュリズムが台頭す

る技術的背景になる。 

４、 AI技術は特に GAFAなど一部の

超大型企業に牛耳られているの

で、社会の不満はこれらの企業に集中的に向けていく可能性があり、このような社会

的ストレスはトランプ大統領の当選、Brexit（イギリスの EU 離脱）をもたらした深

層的社会的原因である。 

これらの分析を踏まえて、教授は、技術の発展が人類社会の決定的な分離・分化をもた

らす「加速器」にならないよう、AIの急速な進展に見合うような公共政策と管理システ

ムの研究を加速しなければならないと提言している。 

 

日本にとっての「未来からの問いかけ」 

中国の人気ブロガー 4は、情報化が現代の民主主義体制に与える衝撃を検証し、以

下の影響を挙げた。 

１、 情報化時代において、人と人のコミュニケーション方式、情報の伝導方式

が急速に変わっており、この変化は民主主義の根幹を揺るがしている。 

２、 人と人がより簡単につながることにより、「烏合の衆」になりやすく、自

己閉鎖的な世界が形成されやすい。その中で、個人が取得する情報は一段

と多元化するのではなく、もっと閉鎖的になるという逆説定的な結論に導

 
4 江平舟「信息革命，正在摧毀世界的民主制度」、中国『簡書』サイト 2019 年 2 月 24 日。 
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く。 

３、 従来なマスメディアの影響力が低下し、人々は自分と同じイデオロギー、

同じ政治的傾向、あるいは同じ嗜好を持つ情報にしか興味を示さなくな

り、異なる情報はますます拒否される。これで開放、自由、平等、交流、

対話など民主主義の根幹が切り崩される。 

４、 当然、排他的の延長に、排外主義が台頭する。 

５、 2016 年のアメリカ大統領選挙に起きた「ロシア疑惑」に象徴されるよう

に、世論操作がしやすくなる。 

６、 各社会グループは自分の信じたいことしか信じず、自分が聞きたい情報し

か聞かなくなるので、民主選挙の結果を受け入れるとの民主主義の常識が

裏切られている、だから、アメリカの大統領選挙後、その結果が受け入れ

られないとして、アメリカ歴史上初めてのトランプ当選に対する大規模な

抗議運動が起きた。 

７、 フランスの「黄色ベスト」運動はネットでつながっており、これという代

表者・リーダーがいない。これで交渉、合意、約束といった民主主義の手

法が通用しなくなる。 

８、 AI 革命とバイオ革命により、貧富の格差は無限大に広がる可能性がある。 

９、 現存の資本主義も社会主義もこのような産業革命の挑戦に応えられないの

で、この両者と区別される「第 3 の制度」が間もなく誕生するのではない

か。 

 

このような未曽有の挑戦に、日本はどう対応するか。日本社会はこれまで、大規模な産

業技術革命の到来に際し、それがまだ混乱し、形を成していないときの対応が保守的だ

が、それが定型化し軌道に乗れば対処・追い上げが速いとの特徴を持つと言われる。しか

し今回の第 4次産業革命はもしかすると、一部の国と企業が先に先頭に立つと加速度的に

後進者との距離を開けてしまい、追い上げが極めて難しいとの特徴があるとも指摘され

る。その意味で、時代の変化は待ってくれない。 

本書が世界経済分野の新しい動向の紹介を中心に、日本はすでに認識と対応が遅れ始め

たことに注意を促し、また特にこの一章では、第 4次産業革命に関しては日本の対応がな

おさら米中に水をあけられていること、今なお、その影響を技術の視点に限定して眺め、

それによる社会、経済ないし外交全般への影響、とどのつまり日本自身の進路を左右する

ような影響に関する認識と危機感が薄いように感じられる。 

ハリル教授は「人間中心からデータ中心へという世界観の変化は、たんなる哲学的な革

命ではなく、実際的な革命になるだろう。真に重要な革命はみな実際的だ。（中略）それ

が日常生活に与える実際的な影響のためだ」と指摘している（下巻、P237）。 

この新しい革命に、準備ができているか。 

それが本章の提起した「未来からの問いかけ」である。 

 

 


